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2025年２月21日 

各位 

   新潟市南区清水4501番地1 

株  式  会  社  コ  メ  リ 

コード8218 東証プライム 

 

初の国家機関との協定締結 

国土交通省 北陸地方整備局と 

「災害時における物資供給に関する協定」を締結 
 

 ホームセンターの「コメリパワー」や「コメリハード＆グリーン」を通し地域のライフラインで

あり続けたいと願う株式会社コメリ（所在地：新潟県新潟市、代表取締役社長：捧 雄一郎）は、

災害発生時に必要な物資を必要な場所に供給することを目的とし「NPO 法人コメリ災害対策セン

ター（理事長：捧 雄一郎）」を2005年９月に設立しました。 

設立以来20年、全国各地の自治体等と災害時における物資供給に関する取り組みを行い、全国

の６割を超える自治体等と協定を締結するに至りました。 

この度、NPO 法人コメリ災害対策センターにとって初となる国家機関、国土交通省北陸地方整

備局と災害発生時に必要な物資の供給を目的とした協定の締結をいたします。 

つきましては、下記のとおりご案内申し上げます。本日の協定締結をもちまして、協定数は1,139

件となります。 

 

 ＜本協定の主な内容＞ 

 ・災害活動時に必要な資機材など物資の供給（ブルーシート、土のう袋、カラーコーン等） 

 ・コメリグループの店舗網、物流網を通じ、北陸地方整備局から広域派遣される 

  TEC-FORCE とともに全国の被災地を支援 

 ・相互の連絡体制及び物資の供給等についての情報共有 

 ・防災訓練への参加・協力 

 

記 
 
 ■日 時  2025年（令和７年）３月３日（月）14時20分 

 ■場 所  新潟市中央区美咲町１－１－１ 新潟美咲合同庁舎１号館 

    北陸地方整備局 ４階 共用会議室 

 ■締結者  国土交通省 北陸地方整備局長  髙 松  諭 氏 

                  NPO 法人コメリ災害対策センター理事長 捧  雄一郎 

以上 

  ※本件は同日で北陸地方整備局においても記者発表資料を開示しています。 

   取材ご希望の場合、北陸地方整備局発表資料をご確認の上、事前にお申込み願います。 
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＜沿革＞ 

2004年 コメリ創業の地を新潟・福島豪雨（7・13水害）、新潟県中越地震が襲う。店舗復旧、 

 被災者への物資供給を急ぎ、災害対策の重要性、広域かつ組織的仕組みの必要性を痛感 

2005年９月 ＮＰＯ法人コメリ災害対策センター設立 

2006年２月 自治体との災害時の物資供給に関する協定締結を開始 

2006年３月 コメリの各流通センターに物資の備蓄を開始 

2007年７月 災害時における物資供給を開始（中越沖地震、新潟県） 

2010年５月 家畜伝染病防疫作業への物資供給を開始（口蹄疫、宮崎県） 

2023年１月 1,000件目の協定締結(静岡県伊豆の国市) 

 

＜物資を供給した主な災害＞ 

中越沖地震（2007年７月）、東日本大震災（2011年３月）、御嶽山噴火（2014年９月）、熊本地震

（2016年４月）、九州北部豪雨（2017年７月）、大阪府北部地震（2018年６月）、西日本豪雨（2018

年７月）、房総半島台風(台風15号)（2019年９月）、東日本台風(台風19号)（2019年10月）、鳥イ

ンフルエンザ（2022年10月～）、能登半島地震（2024年１月）、奥能登豪雨（2024年９月）他多数 

 

＜供給した主な物資＞ 

〇避難所運営  携帯用トイレ、ニトリル手袋、使い捨て食器、生理用品、保温シート 

〇ライフライン   ペットボトル飲料水、水缶、ＬＥＤライト、乾電池、ガソリン携行缶 

〇応急・復旧用品   ブルーシート、土のう袋、スコップ、カラーコーン、一輪車、軍手 

〇仮設住宅向け   寝具、マットレス、ケトル、鍋、食器、バケツ、ホウキ、トイレブラシ 

 

  

 

 

物資搬入・搬出 物資搬入・搬出 

訓練：防災用品の展示 訓練：防災用品の展示 
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＜ご参考＞  

 

〇物資供給の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の概要 

 

 

 

 

 

 

道路被災状況調査       河川被災状況調査       港湾被災状況調査 

 

 

*************************************************************************************** 

株式会社コメリ  グループ概要 （数値は連結ベースです） 

・ 資 本 金 ：  188億 2百万円 

・ 代 表 者 ：  代表取締役社長 捧 雄一郎 

・ 出店地域 ：   46都道府県 

・ 事業内容 ：   パワーおよびハード＆グリーン等のチェーンストア経営 

・ 株式上場 ：   東京証券取引所 プライム市場 

 
お問合わせ先 ：   ＮＰＯ法人コメリ災害対策センター  市谷 百繪 

               新潟県新潟市南区清水4501-1    
Tel: 025-371-4185  Fax: 025-371－4151 
http://www.komeri-npo.org/ 

*************************************************************************************** 

 

○迅速に地方公共団体等への支援が行えるよう、2008 年 4月にTEC-FORCE を創設 

○TEC-FORCE は、大規模な自然災害等に際し、被災自治体が行う被災状況の把握、被害の 

 拡大の防止、被災地の早期復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施 

○2024 年 4 月には隊員数を約 1万 7,000 人に増強（創設当初約 2,500 人） 

 ドローン等の ICT 技術の活用や、装備品等の増強など、体制・機能を拡充・強化 

②要請 

①要請 
コメリ流通センター 全国１２カ所 

コメリ店舗     全国１,２２５店舗 被災自治体等 

TEC-FORCE 

③連

絡調

整 

供給

依頼 

④物資供給 

③供給依頼 

http://www.komeri-npo.org/

